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図表 1-2 人口増減率の推移 
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人口減少率が 

増加している 

第１章 人口の現状分析 

１-１．人口動向分析 

(1) 人口の推移 

 図表 1-1 及び 1-2 は、国勢調査における本市の総人口、図表 1-3 及び 1-4 は、現住人口

調査における自然動態人口（出生数、死亡数）及び社会動態人口（転入数、転出数）の推

移を示したものです。 

 本市の総人口は、昭和 50（1975）年代前半までは、転入数が転出数を上回る「社会増」

と、出生数が死亡数を上回る「自然増」が相まって急増していますが、その後は、転出数

が転入数を上回る「社会減」に転じ、それを「自然増」が補う形で緩やかな減少傾向が続

いてきました。 

 しかし、平成 17（2005）年以降、出生数と死亡数がほぼ同数となり、平成 22（2010）

年からは死亡数が出生数を上回る「自然減」に転じていることから、近年は急速に人口減

少が進んでおり、平成 27（2015）年から令和 2（2020）年にかけては約 2,000 人減少（－

3.5％）しています。 

少子高齢化の進行により、今後も出生数は減少し、死亡数は増加することが見込まれる

ことから、さらなる人口減少が進むことが想定されます。 

 

 

  

  

図表 1-1 人口の推移 

第 2 次ベビーブーム 

（1971～1974 年） 
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図表 1-3 転入・転出数、出生・死亡数の推移 
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図表 1-4 自然増減・社会増減の推移 
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(2) 人口構成 

 図表 1-5 は、本市の年齢 3 区分別人口の推移、図表 1-6 は、令和 2（2020）年の県内 9

市の年齢 3 区分別人口の構成比を示したものです。 

0～14 歳人口（年少人口）は、昭和 55（1980）年以降減少しており、昭和 55（1980）

年から令和 2（2020）年の 40 年間で 8,904 人減少（－52.5％）しています。 

15～64 歳人口（生産年齢人口）は、昭和 55（1980）年から昭和 60（1985）年にかけ

てやや増加したものの、以降は減少に転じ、40 年間で 10,133 人減少（－24.0％）してい

ます。 

65 歳以上人口（老年人口）は、昭和 55（1980）年以降一貫して増加しており、40 年

間で 13,718 人増加（+236.4％）しています。平成 12（2000）年には、65 歳以上人口割

合が 0～14 歳人口割合を上回っています。 

県内 9 市で比較すると、令和 2（2020）年の 0～14 歳人口割合は上位 2 位、15～64 歳

人口割合は上位 3 位、65 歳以上人口割合は下位 3 位となっています（いずれも宮崎県の

平均を除いた順位）。 

 

  

図表 1-5 年齢 3 区分別人口の推移 
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図表 1-6 年齢 3 区分別人口（県内 9 市） 
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図表 1-7 は、令和 2（2020）年の本市、宮崎県、全国の人口ピラミッドを示したもの

です。 

 全国は、０～14 歳人口が少なく 65 歳以上人口が多い「つぼ型」ですが、本市及び宮

崎県は、20～30 代の若い世代の年齢階級にくびれが生じている「ひょうたん型」となっ

ています。 

ひょうたん型の人口ピラミッドは、進学や就職を機に市外へ転出する人が多い農村部

の市町村でよく見られることから「農村型」とも呼ばれており、本市でもその特徴が出

ています。 
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図表 1-7 人口ピラミッド（日向市） 

人口ピラミッド（宮崎県）            人口ピラミッド（全国） 
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(3) 社会動態の動向 

① 市町村別の人口移動 

 図表 1-8 は、令和 4（2022）年の本市への転入数及び転出数の上位 10 位、転入超過

数及び転出超過数の上位 5 位の地域を示したものです。 

転入数、転出数ともに、上位 3 位は県内の宮崎市、延岡市、門川町の順であり、これ

らの 3 市町で全体の転出入数の約 4 割を占めています。宮崎市では転出数が転入数を

上回る転出超過、延岡市では転入数と転出数がほぼ同数、門川町では転入数が転出数を

上回る転入超過です。次点は県外の福岡市であり、東京都特別区部や大分市への人の動

きもやや多く見られます。 

県外の都道府県別に見ると、熊本県（34 人）、神奈川県（28 人）、沖縄県（16 人）の

順で転入超過数が多く、福岡県（76 人）、大分県（25 人）、大阪府（15 人）の順で転出

超過数が多い状況です。 
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4.6%
3.5%

2.8%

2.5%

1.9%

1.9%

1.8%

42.5%

宮崎県宮崎市(370人)

宮崎県延岡市(244人)

宮崎県門川町(107人)

福岡県福岡市(86人)

宮崎県都城市(66人)

大分県大分市(52人)

東京都特別区部(46人)

宮崎県高鍋町(36人)

鹿児島県鹿児島市(35人)

熊本県熊本市(33人)

その他(796人)

転出数 

上位 10 位 

（2022） 

図表 1-8 市町村別の転入・転出 

1 美郷町 58人 熊本県 34人 宮崎市 77人 福岡県 76人

2 門川町 31人 神奈川県 28人 都城市 26人 大分県 25人

3 椎葉村 19人 沖縄県 16人 小林市 18人 大阪府 15人

4 高千穂町 17人 愛知県 15人 日南市 10人 秋田県 12人

5 国富町 10人 東京都 13人 都農町 9人 静岡県 12人

出典：住民基本台帳人口移動報告 

転入超過 転出超過

県内 県外 県内 県外

  ：転出者数の集計表に自治体名の記載がないため、転出者数を 0 人として集計している。 

  ：転入者数の集計表に自治体名の記載がないため、転入者数を 0 人として集計している。 
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出典：住民基本台帳人口移動報告※「九州・沖縄」は宮崎県を除く。「宮崎県」は県内の他市町を意味する。
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出典：住民基本台帳人口移動報告※「九州・沖縄」は宮崎県を除く。「宮崎県」は県内の他市町を意味する。

② 地域ブロック別の人口移動 

 図表 1-9 は、本市の男女の純移動数（転入数から転出数を差し引いた数）の推移

を、地域ブロック別に示したものです。 

男性は、県内の他市町村や県外の九州・沖縄県への転出超過が特に多く見られま

す。女性は、令和 3（2021）年までは、男性以上に県内の他市町村への転出超過が顕

著であり、それが女性全体の転出超過数に大きく影響していましたが、令和 4

（2022）年に県内の他市町村への転出超過数が大幅に減少したことで、純移動数がゼ

ロに近い状態になりました。 

令和 2（2020）年以降、男女ともに転出超過傾向が回復しており、男性は令和 3（2021）

年、女性は令和 4（2022）年より、東京圏から転入超過となっています。本市では、平

成 28（2016）年からサーフィンを軸とした「リラックス・サーフタウンプロジェクト」

によってまちの活性化を図るとともに、様々な移住支援制度を運用しており、それらの

成果が表れるとともに、新型コロナウイルス感染症の影響により、在宅勤務やテレワー

クなどの新しい働き方が急速に普及したことで、都市部から地方への移住の機運が高ま

りつつあることが伺えます。 

 

 

 

 

  

図表 1-9 地域ブロック別の純移動数の推移 

男性 

女性 
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図表 1-10 は、地域ブロック別の人口移動において、令和 4（2022）年に特に大きな

変化が見られた女性の人口移動（転入数、転出数、純移動数）の推移を年齢 10 歳階級

別に示したものです。 

令和 3（2021）年から令和 4（2022）年にかけて、転入数では「20～29 歳」が 30 人

増加、「40～49 歳」が 27 人増加、「50～59 歳」が 19 人増加と大きく増加しています。

転出数では、ほとんどの年代で減少傾向にありますが、その中でも「20～29 歳」が 29

人減少、「10～19 歳」が 23 人減少、「50～59 歳」が 22 人減少と大きく減少していま

す。 

新型コロナウイルス感染症の影響による都市部への転出減少、働く場所に縛られない

テレワークの普及による U・I ターンが増加しつつあることが伺え、これらの要因が近

年の女性の純移動数の回復につながっていると考えられます。 

 

  

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図表 1-10 女性の年齢 10 歳階級別人口移動の推移 
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③ 年齢 5 歳階級別の人口移動 

 図表 1-11 は、令和 2（2020）年の本市の男女別・年齢 5 歳階級別の転入数、転出数、

純移動数を示したものです。男女ともに、「15～19 歳」と「20～24 歳」の転出数が突

出して多く、これらの年齢階級の転出数が、全体の転出数の約 3 割を占めています。転

出数が多い理由としては、市内に進学及び就職先が少なく、他都市へ転出する人が多い

ことが挙げられます。 

 一方で、それ以外の年齢階級の生産年齢人口は、「35～39 歳」と「40～44 歳」を除

いて転入超過となっており、「25～29 歳」は転入超過数が 185 人と多い状況です。転入

数が多い理由としては、図表 1-12 によると、出身者の U ターン、サーフィン移住、親

戚・知人がいる、就職、結婚によることが多いと考えられます。 

 図表 1-13 は、男女の年齢 5 階級別の純移動数を 5 年刻みの時系列で示したものです。

転出数の多い「15～19 歳」と「20～24 歳」の状況を見ると、男性は、近年、転出超過

傾向が回復していますが、女性では大きな変化は見られません。先述のとおり、「25～

29 歳」は男女ともに転入超過にあるものの、男性は、近年、転入超過数が減少の傾向に

あり、U ターンによる地元就職者や転職者が年々減少している可能性が考えられます。 

 

 

 

  

図表 1-11 男女別・年齢 5 歳階級別の転入・転出 

転入数（男性合計）：2,745 人 転出数（男性合計）：3,062 人 純移動数（男性合計）：-317 人 

転入数（女性合計）：2,464 人 転出数（女性合計）：2,912 人 純移動数（女性合計）：-448 人 

転入数（男女合計）：5,209 人 転出数（男女合計）：5,974 人 純移動数（男女合計）：-765 人 
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（人）

進学や就職を機に市外へ

転出する人が多いため、

転出超過傾向が強い。 
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は転入超過傾向にある。 

40 代後半以降の生産
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傾向にある。 
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H28 年度～R6 年度までの移住者のうち、移住理由が判明している世帯で、上位 5 位を集計 

出典：移住情報（市民課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 1-13 年齢 5 歳階級別の純移動数の推移 
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出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づき、まち・ひと・しごと創生本部が作成。  

2015 年→2020 年は、「国勢調査」（2015、2020）の年齢 5 歳階級別人口及び厚生労働省「人口動態調査」

（2015～2020）の年齢 5 歳階級別死亡数より作成。 
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図表 1-12 移住理由 
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④ 通勤通学率及び昼夜間人口比率の状況 

 

図表 1-14 は、県内における、令和 2

（2020）年の本市からの通勤通学者数

（流出人口）及び通勤通学率※1 を示した

ものです。 

延岡市への通勤通学率が 7.2％と最も

高く、以下、門川町 4.0％、宮崎市 1.6％

と続き、その他の市町村については、い

ずれも 1.0％を下回っています。 

通勤通学率が最も高い延岡市

への通勤通学者数は 2,599 人と、

次点の門川町を 1,000 人以上上回

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-15 は、県内における、令和 2

（2020）年の本市への通勤通学者数

（流入人口）を示したものです。 

門川町からの通勤通学者数が 2,415 人

と最も多く、次いで延岡市が 1,933 人と

なっています。   

門川町は、流入人口が流出人

口を 989 人上回る流入超過です

が、延岡市は流入人口が流出人

口を 666 人下回る流出超過とな

っています。 

情報技術の向上などによっ

て、働く場所と住む場所の選択

肢が広がっており、高校卒業後

の市外流出を抑制するために

も、市外から通勤通学している

人に住みたいと選んでもらえる

ための取組が課題であると考え

られます。 

 

図表 1-15 日向市への通勤通学状況 

 

図表 1-14 日向市からの通勤通学状況 

※1 通勤通学率 

他市区町村で従業・通学する人数（流出者数）を、

本市の就業者・通学者総数で除算して算出した数

値。 

図上のラベルは通勤通学率が 0.1％以上の場合に

表示。人数は流出人口、割合は通勤通学率を示す。 

図上のラベルは流入人口が 10 人以上の場合

に表示。人数は流入人口を示す。 
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 図表 1-16 は、県内 9 市における、令和 2（2020）年の昼夜間人口比率（夜間人口 100

人当たりの昼間人口の割合）を示したものです。 

 昼夜間人口比率が 100 を上回る場合は流入超過、100 を下回る場合は流出超過であ

ることを示しており、本市は 99.6 で流出超過となっています。県内 9 市の昼夜間人口

比率の平均値は 101.29 であり、本市は平均を下回っています。 

 図表 1-17 は、本市の昼夜間人口比率の推移を示したものです。 

平成 2（1990）年から平成 12（2000）年にかけては 100 を上回っていましたが、平

成 17（2005）年に 100 を下回り、流出超過に転じました。平成 27（2015）年にいった

ん回復したものの、令和 2（2020）年には再び 100 を下回り、過去 30 年間で最も低い

数値となっています。 

昼間人口を増やすことは、人口減少による経済規模の縮小や地域活力低下の抑制につ

ながることが期待できるため、移住希望者（就業者・起業者）への支援強化や雇用の場

となる新たな産業の創出などの取組が重要な課題であると考えられます。 

 

 

   

  

図表 1-16 県内 9 市の昼夜間人口比率 

 

夜間人口(人） 昼間人口（人） 流出人口（人） 流入人口（人） 昼夜間人口比率

都城市 160,640 166,384 9,743 15,487 103.71

宮崎市 401,339 406,619 14,043 19,323 101.33

延岡市 118,394 119,936 4,740 6,282 101.32

えびの市 17,638 17,846 1,891 2,099 101.19

小林市 43,670 43,763 4,091 4,184 100.21

日向市 59,629 59,389 6,120 5,880 99.60

西都市 28,610 28,343 4,705 4,438 99.08

日南市 50,848 50,347 2,511 2,010 99.02

串間市 16,822 16,362 1,442 982 97.34

合計 897,590 908,989 49,286 60,685 101.29

※昼夜間人口比率が高い順に表示 出典：国勢調査

図表 1-17 昼夜間人口比率の推移（日向市） 
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(4) 自然動態の動向 

① 合計特殊出生率と出生数の推移 

 図表 1-18 は、全国、宮崎県、本市の合計特殊出生率※2 と本市の出生数の推移を示し

たものです。 

人口動態調査（人口動態統計）における令和 4（2022）年の宮崎県及び全国の合計特

殊出生率を見ると、宮崎県は 1.63 と、沖縄県の 1.7 に次いで全国第 2 位と高く、全国

の 1.26 を 0.37 上回っています。 

 人口動態統計特殊報告（人口動態保健所・市区町村別統計）における本市の合計特殊

出生率は、一貫して全国及び宮崎県よりも高い水準で推移しています。 

一方で、出生数は平成 7（1995）年の 743 人から令和 4（2022）年には 382 人と 48.5％

減少しています。 

現在の我が国における人口置換水準※3 はおおむね 2.07 とされており、将来の人口減

少を抑制していくためには、合計特殊出生率の向上が求められます。 

 

  
図表 1-18 合計特殊出生率と出生数の推移 

 

出典：合計特殊出生率：人口動態調査（人口動態統計）、人口動態統計特殊報告（人口動態保健所・市区町村別統計）  

出生数（日向市）：現住人口調査 

※2 合計特殊出生率：人口統計上の指標で、一人の女性が一生に産む子どもの平均数を示す。この指標によって、

異なる時代、異なる集団間の出生による人口の自然増減を比較・評価することができる。  

※3 人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。令和 3（2021）

年の日本の人口置換水準は 2.07（社人研 人口統計資料集 2023 年改訂版）。 
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② 男女別未婚率の推移 

 図表 1-19 は、全国、宮崎県、本市の 20 代及び 30 代の男女・年齢階級別未婚率の推

移を示したものです。 

男性の未婚率は、全国及び宮崎県においては、平成 22（2010）年以降、いずれの年

齢階級においても減少または横ばいの傾向にありますが、本市では全ての年齢階級にお

いて増加傾向にあり、近年は宮崎県の水準を上回り、全国と同様の水準に達しています。

特に 30～34 歳の増加が顕著に見られます。 

女性の未婚率は、平成 27（2015）年から令和 2（2020）年において、「20～24 歳」が

大きく減少している一方で、「30～34 歳」は大きく増加しています。「35～39 歳」にお

いては、平成 17（2005）年時点では全国及び宮崎県よりも高い水準にありましたが、

以降は減少しており、令和 2（2020）年では全国及び宮崎県を下回りました。「25～29

歳」は平成 17（2005）年以降、一貫して増加傾向にあり、令和 2（2020）年は全国よ

り低いものの宮崎県よりも高い状況です。 

  

 

 

 
   

  

※未婚率は配偶関係不詳及び年齢不詳を含む数値より算出。               出典：国勢調査 
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図表 1-19 20 代と 30 代の未婚率の推移 
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図表 1-20 は、「国立社会保障・人口問題研究所」が実施した令和 3（2021）年度の「第

16 回出生動向基本調査」の結果の一部を抜粋したものです。未婚率増加の背景には、

女性の社会進出の増加が主要な原因の一つとして挙げられており、当調査結果において

も、「現在独身でいる理由」として、「今は、仕事（または学業）にうちこみたいから」

と答えた女性が 13.9％と、男性の 11.2％を上回っています。 

一方で、女性の非婚意思が変わる最大の理由として、「雇用・労働条件が改善する」

は 4.4％、「収入や貯蓄が増える」は 9.8％に留まり、「結婚したいと思う相手が現れる」

が 52.5％と大半を占めています。「異性と出会う機会が増える」が 3.4％と少ないこと

から、積極的に出会いを求めている人は多いとは言えないものの、気軽に参加できる魅

力的な出会いの場やコミュニケーションツールの創出は未婚率の減少につながると考

えられます。 

また、男性の非婚意思が変わる最大の理由としては、「雇用・労働条件が改善する」

「収入や貯蓄が増える」が全体の約 3 割を占めていることから、国全体での賃金引上げ

に向けた企業及び事業者へのさらなる施策が求められます。 

  

出典：第 16 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）  

図表 1-20 出生動向調査結果 

 

非婚意思が変わる場合の理由(最大の理由)

性別

女性 男性 合計

    雇用・労働条件が改善する 9 4.4% 23 10.9% 32 7.7%

    収入や貯蓄が増える 20 9.8% 45 21.3% 65 15.7%

    子育て支援策が充実する 2 1.0% 2 0.9% 4 1.0%

    家事・育児を男女で分けあう社会になる 10 4.9% 2 0.9% 12 2.9%

    家族を養う責任を男女ともに担う社会になる 0 0.0% 2 0.9% 2 0.5%

    結婚に関する法律や制度が変わる 15 7.4% 9 4.3% 24 5.8%

    異性と出会う機会が増える 7 3.4% 8 3.8% 15 3.6%

    結婚したいと思う相手が現れる 107 52.5% 91 43.1% 198 47.7%

    子どもができる 5 2.5% 4 1.9% 9 2.2%

    自分や家族の個人的事情が変わる 19 9.3% 12 5.7% 31 7.5%

    その他 4 2.0% 5 2.4% 9 2.2%

    不詳 6 2.9% 8 3.8% 14 3.4%

合計 204 100.0% 211 100.0% 415 100.0%

現在独身でいる理由(最大の理由)

性別

女性 男性 合計

    結婚するにはまだ若すぎるから 275 15.9% 332 20.1% 607 17.9%

    結婚する必要性をまだ感じないから 271 15.7% 217 13.1% 488 14.4%

    今は、仕事(または学業)にうちこみたいから 241 13.9% 186 11.2% 427 12.6%

    今は、趣味や娯楽を楽しみたいから 100 5.8% 105 6.3% 205 6.1%

    独身の自由さや気楽さを失いたくないから 88 5.1% 58 3.5% 146 4.3%

    適当な相手にまだめぐり会わないから 452 26.1% 378 22.9% 830 24.5%

    異性とうまくつき合えないから 73 4.2% 128 7.7% 201 5.9%

    結婚資金が足りないから 65 3.8% 108 6.5% 173 5.1%

    結婚生活のための住居のめどがたたないから 13 0.8% 15 0.9% 28 0.8%

    親や周囲が結婚に同意しない(だろう)から 21 1.2% 9 0.5% 30 0.9%

    その他 43 2.5% 43 2.6% 86 2.5%

    すでに結婚が決まっている 52 3.0% 40 2.4% 92 2.7%

    不詳 37 2.1% 35 2.1% 72 2.1%

合計 1,731 100.0% 1,654 100.0% 3,385 100.0%
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③ 離婚率・婚姻率の推移 

 図表 1-21 及び 1-22 は、人口 1000 人当たりの全国、宮崎県、本市の離婚率及び婚姻

率の推移を示したものです。 

離婚率を見ると、全国及び宮崎県ではおおむね右肩下がり、本市では増減を繰り返し

ながら減少している傾向が見られます。 

令和 3（2021）年の宮崎県の離婚率は 1.69 で、都道府県の中で 4 番目（1 位：沖縄県 

(2.20) 、2・3 位：大阪府・福岡県 (1.70) ）と高い状況にありますが、本市は宮崎県より

もさらに高い水準で推移しています。 

婚姻率を見ると、全国及び宮崎県では離婚率と同様におおむね右肩下がりの傾向が見

られます。本市では平成 25（2013）年から平成 28（2016）年にかけて増加傾向にあり

ましたが、平成 29（2017）年に大きく減少し、平成 30（2018）年にいったん回復した

ものの、以降は減少傾向にあります。 

令和 3（2021）年の本市の婚姻率は 3.92 と全国よりも低いことから、本市は「婚姻

率が低いにもかかわらず離婚率は高い」という問題に直面しています。 
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図表 1-21 離婚率の推移 

 

図表 1-22 婚姻率の推移 

 

出典：全国と宮崎県は人口動態調査、日向市は宮崎県衛生統計年報  
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④ ひとり親家庭の推移 

図表 1-23 は、本市の 20 歳未満の子どもがいる母子のみの世帯数、父子のみの世帯数

の推移を示したものです。 

母子のみの世帯数は、平成 22（2010）年から平成 27（2015）年にかけて 49 世帯増

加と大きく増加しましたが、令和 2（2020）年には 56 世帯減少しており、増加前の水

準に戻っています。父子のみの世帯については、ほぼ横ばいで推移しています。 

図表 1-24 は、令和 2（2020）年における、県内 9 市の母子のみの世帯・父子のみの

世帯の割合を示しています。本市の母子・父子のみの世帯の割合は 2.56％と、県内 9 市

の中で最も高い状況で、図 1-21 で示した離婚率の高さの影響が伺えます。 

令和 4（2022）年の「国民生活基礎調査」（厚生労働省）によると、子ども（17 歳以

下）がいる現役世帯のうち、「大人が一人」の世帯の相対的貧困率は 44.5％と、「大人が

二人以上」の世帯の 8.6％を大きく上回っています。子どもの貧困は、第２子以降の出

産意欲の低下だけでなく、教育格差や所得格差による地域全体の社会的損失につながる

ことから、ひとり親家庭への適切なサポートが重要であると考えられます。 

 

 

 

   

 

  

※母子のみの世帯・父子のみの世帯の割合は、母子のみの世帯数と父子のみの世帯数の合計を  

一般世帯数で除算して算出。 

図表 1-23 母子のみの世帯数、父子のみの世帯数の推移 

 

図表 1-24 母子のみの世帯・父子のみの世帯の割合（県内 9 市） 
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(5) 自治体の持続可能性（消滅可能性都市） 

消滅可能性都市とは、若年女性人口が令和 2（2020）年から令和 32（2050）年までの 30 

年間で 50％以上減少する自治体は、人口減少のスピードを考えると最終的には消滅する可 

能性が高いと推測された都市です。 

本市は、人口戦略会議による地方自治体の持続可能性の分析結果（図表 1-25）において、 

「D －② 社会減対策が必要」と分析されています。また、前回比較にて「△②：若年女性 

人口減少率が 10％ポイント未満改善※」であり、改善方向となっています。 

しかし、人口減少・少子化が進むことが予想されているため、対策を講じないと消滅可 

能性都市に転換してしまう可能性があります。 

※今回（令和 2（2020）年→令和 32（2050）年）の若年女性人口減少率と、前回（平成 

22（2010）年→令和 22（2040）年）の若年女性人口減少率を比較 

 

図表 1-25 自治体の持続可能性分析結果リスト 

宮崎県内 

９市 

分析結果 

９分類 
前回比較 

（消滅可能性） 

前回比較 

（増減率の分類） 

前回比較 

（増減率） 

宮崎市 D-③   △② △9.5  

都城市 D-②   △② △5.1  

延岡市 D-②   △② △2.6  

日南市 D-② α △② △9.1  

小林市 D-② α △① △11.0  

日向市 D-②   △② △6.2  

串間市 C-① γ-① △② △6.9  

西都市 D-②   ▼② ▼2.4  

えびの市 C-① γ-② ▼② ▼0.0  

 

出典：地方自治体「持続可能性」分析レポート（人口戦略会議）  
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全国

宮崎県
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① 第一次産業

② 第二次産業

③ 第三次産業

１-２．産業や就労等に関する分析 

(1) 産業の状況 

① 産業大分類別の状況 

図表 1-26 は、令和 3（2021）年の全国、宮崎県、本市の産業大分類別従業者数の割合

（公務及び分類不能の産業を除く）を示したものです。本市は、第一次産業が 3.7％、

第二次産業が 27.4％、第三次産業が 69.0％となっており、全国及び宮崎県と比較して、

第二次産業である製造業の割合が特に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-27 は、令和 3（2021）年の本市の産業大分類別の付加価値額※4、労働生産性

※5、従業者数の特化係数※6 を示したものです。 

 

※4 付加価値とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投入額を差

し引くことによって算出できる。令和 3（2021）年経済センサス活動調査においては、企業全体の純付加価値額を以

下の計算式を用いて算出している。  

(ｱ) 基本的な計算式（次の(ｲ)( ｳ)以外の場合） 

純付加価値額 ＝ 売上（収入）金額 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

(ｲ) 「金融業，保険業」の会社及び会社以外の法人  

純付加価値額 ＝ 経常収益 － 経常費用 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

(ｳ) 「政治団体」及び「宗教」 

純付加価値額 ＝ 給与総額 ＋ 租税公課 

なお、RESAS稼ぐ力分析の再編加工データについては、経理事項集計対象外企業を除外して集計している。  

※5 労働生産性＝付加価値額（企業単位）÷従業者数（企業単位）  

※6 特化係数とは、域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.00 を超えていれば、当該産業が全国

に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を 1 としたときの、ある地域の当

該産業の数値。 

特化係数の算出式は下記のとおり。  

・「特化係数（付加価値額）」 

 ＝（域内における当該産業の付加価値額÷域内における全産業の付加価値額）÷（全国の当該産業の付加価値額÷

全国の全産業の付加価値額） 

・「特化係数（従業者数）」＝（域内における当該産業の従業者数÷域内における全産業の従業者数）÷（全国の当該

産業の従業者数÷全国の全産業の従業者数）  

・「特化係数（労働生産性）」＝（域内における当該産業の労働生産性）÷（全国の当該産業の労働生産性）  

付加価値額及び労働生産性については、経理事項集計対象外企業を除外して集計している。  

図表 1-26 産業大分類別従業者数の割合 



19 

付加価値額の特化係数が 1.00 を超えている産業は、「漁業」（27.26）、「農業，林

業」（10.73）、「複合サービス事業」（4.45）、「宿泊業，飲食サービス業」（2.11）、「建

設業」（1.71）、「運輸業，郵便業」（1.66）、「教育，学習支援業」（1.38）、「医療，福

祉」（1.10）、「卸売業，小売業」（1.06）の 9 産業で、全 18 産業の 5 割を占めます。こ

れら 9 産業は、「卸売業，小売業」及び「教育，学習支援業」を除き、従業者数の特化

係数においても 1.00 を上回っています。第一次産業の特化係数が突出して高い状況で

す。 

労働生産性の特化係数が 1.00 を超えている産業は、「電気・ガス・熱供給・水道

業」（1.40）、「教育，学習支援業」（1.37）、「複合サービス事業」（1.28）、「宿泊業，飲

食サービス業」（1.23）、「運輸業，郵便業」（1.11）、「漁業」（1.02）の 6 産業で、1.50

を超えている産業はありません。少子高齢化に伴う人口減少により、本市の労働力人

口は今後減少していくことが予測されるため、限られた人的リソースを最大限に生か

し、少ない労働力でより大きな付加価値を生み出すことができるよう、労働生産性の

向上に取り組むことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 製造業の状況 

図表 1-28 は、本市の製造品出荷額の推移を示したものです。細島港を中心とした企

業立地の進展とともに、製造品出荷額は平成 29（2017）年まで右肩上がりの傾向にあ

りましたが、平成 30（2018）年から令和元（2019）年にかけて大幅に減少し、令和 2

（2020）年には 1,516 億円と、平成 29（2017）年のピーク時の 2,026 億円から約 25％

減少しています。 

図表 1-27 産業大分類別特化係数 
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図表 1-29 及び図表 1-30 は、令和 3（2021）年の全国、宮崎県、本市の製造業中分

類における付加価値額及び従業者数の構成比（本市上位 5 業種）を示したものです。 

本市の付加価値額構成比を見ると、「食料品製造業」が 36.6％と全体の 4 割弱を占

めており、県内（23.5％）と比較してもその割合が高いことがわかります。以降は、

「生産用機械器具製造業」が 7.3％、「木材・木製品製造業（家具を除く）」が 7.2％と

続き、上位 5 業種で全体の約 6 割の付加価値額を構成しています。全国及び宮崎県に

おける本市の上位 5 業種の構成比の合計を見ると、全国では約 2 割に留まり、宮崎県

では約 4.5 割となっています。 

本市の従業者数構成比を見ると、付加価値額と同様に、「食料品製造業」が 37.8％

と大きく、次に「業務用機械器具製造業」が 14.5％、「木材・木製品製造業（家具を

除く）」が 12.5％と続き、上位 5 業種で全体の約 7.5 割を占めています。全国及び宮崎

県における本市の上位 5 業種の構成比の合計を見ると、全国では約 3 割、宮崎県では

約 4 割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-28 製造品出荷額の推移 

図表 1-29 付加価値額構成比           表 1-30 従業者数構成比 
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図表 1-31 は、令和 3（2021）年の本市の製造業中分類における付加価値額、労働生

産性、従業者数の特化係数を示したものです。 

付加価値額の特化係数が 1.00 を超えている業種は、「木材・木製品製造業（家具を

除く）」（7.07）、「食料品製造業」（3.66）、「窯業・土石製品製造業」（1.77）、「飲料・

たばこ・飼料製造業」（1.17）、「繊維工業」（1.09）の 5 業種で、これらの業種は従業

者数の特化係数においても 1.00 を上回っています。「木材・木製品製造業（家具を除

く）」は、付加価値額構成比（図表 1-29）と従業者数構成比（図表 1-30）では第 3 位

でしたが、特化係数では第 1 位と突出しています。 

一方で、労働生産性の特化係数が 1.00 を超えている業種は「金属製品製造業」

（1.00）のみであることから、労働生産性の向上が課題であると考えられます。経済

産業省が推進を図っている DX （デジタルトランスフォーメーション）※7 推進へ向け

て、専門的なデジタル知識・能力を持つ人材の活用や育成、リスキリング※8 等に取り

組み、労働生産性を高めていくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※7 デジタル技術やツールを導入すること自体ではなく、データやデジタル技術を使って、顧客目線で新たな価値を創出

していくこと。そのためにビジネスモデルや企業文化等の変革に取り組むことが重要となる。  

※8 新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされるスキルの大幅な変化に適応するために、必要なスキル

を獲得する／させること。 

図表 1-31 製造業中分類別特化係数 
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③ 卸売業・小売業の状況 

図表 1-32 は、本市の卸売業・小売業の年間商品販売額の推移を示したものです。 

卸売業の年間商品販売額は、平成 11（1999）年から平成 28（2016）年までは約

450 億円前後で推移していましたが、令和 3（2021）年は 562 億円と、平成 28

（2016）年の約 462 億円から約 20％増加しています。 

小売業の年間商品販売額は、平成 6（1994）年から平成 19（2007）年までは約 700

億円前後で推移していましたが、それ以降は約 650 億円前後の水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-33 は、令和 3（2021）年の本市の卸売業・小売業中分類における付加価値

額、労働生産性、従業者数の特化係数を示したものです。 

付加価値額の特化係数が 1.00 を超えている業種は、「飲食料品小売業」（2.02）、「そ

の他の小売業」（1.68）、「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」（1.46）、「機械器具小

売業」（1.31）の 4 業種で、小売業に特化係数の高い業種が多く見られます。 

一方で、労働生産性の特化係数が 1.00 を超えている業種はありません。近年、我が

国の中小企業は、深刻化する人手不足に加えて、働き方改革や最低賃金の継続的な引

き上げ、被用者保険の適用拡大、インボイス制度の開始など、様々な制度変更に直面

しており、今後これらに柔軟に対応していくためには、継続的な労働生産性の向上が

不可欠であると言えます。 
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図表 1-32 卸売業・小売業年間商品販売額の推移 

図表 1-33 卸売業・小売業中分類別特化係数 
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(2) 就労等の状況 

① 男女別産業人口の状況 

図表 1-34 は、令和 2（2020）年の本市の男女別の産業大分類別就業者数と特化係数

（本市のｘ産業の就業者比率／全国のｘ産業の就業者比率）を示したものです。特化係

数が 1.00 を超えていれば、当該産業の就業者数が全国に比べて特化していると言えま

す。 

就業者数で見ると、男性では、「製造業」が最も多く、以下、「建設業」「卸売業、小

売業」と続きます。女性では、「医療，福祉」が最も多く、次いで、「卸売業、小売業」

「製造業」となっています。 

特化係数で見ると、男女ともにおおむね同様の傾向を示していますが、特に男性の「漁

業」の特化係数が 4 以上と高い値を示しています。また、「農業，林業」「建設業」「製

造業」など、第一次産業と第二次産業の特化係数が高い傾向が見られます。一方で、第

三次産業は、「複合サービス事業」や「電気・ガス・熱供給・水道業」を除いて、特化係

数が 1.00 を下回っているものが多く、特に「情報通信業」が著しく低い状況となって

います。 

 

 

  

図表 1-34 男女別産業就業者数・特化係数 
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② 男女別・年齢階級別産業人口の状況 

 図表 1-35 は、令和 2（2020）年の本市の男女別、年齢階級別の産業分類別就業者数

を示したものです。 

「農業・林業」において、男性では約 5 割、女性では約 6 割の就業者が 60 歳以上

と、高齢化が特に進んでいます。また、「建設業」や「生活関連サービス業・娯楽業」

においても、男女ともに 60 歳以上の就業者の割合が高い状況になっています。 

「製造業」「金融業・保険業」「教育・学習支援業」「医療・福祉」については、20

代、30 代の就業者数が比較的多く見られます。 

高齢化率の高い産業については、今後さらなる高齢化の進行により、急速に就業者

数が減少する可能性が考えられるため、新規就業者の掘り起こしや後継者の育成な

ど、早急な対応が求められます。 

  

 

 

 

 

  

図表 1-35 男女別・年齢階級別産業就業者数 
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③ 女性の就労状況 

図表 1-36 は、本市の女性の年齢別の労働力率※9 の推移を示したものです。 

女性の労働力率は、結婚・出産期に当たるとされる年代（20 代後半から 30 代）に一

旦低下し、育児が落ち着いた時期（40 代）に再び上昇するというＭ字カーブを描くこと

で知られていますが、近年は、働く女性の増加や育児休業の普及、未婚の女性の増加等

により、全国的にＭ字の谷の部分が浅くなってきています。本市においても同様に、近

年は M 字カーブが解消し、台形へと近づきつつあります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-37 は、本市の令和 2（2020）年における男女別の従業上の地位別就業者数を

示したものです。 

男性は「正規の職員・従業員」が 63.3％と 6 割を超えているのに対し、女性は 44.0％

と、男性と比較して約 2 割少ない状況です。一方で、女性の「パート・アルバイト・そ

の他」は 37.9％と高く、「正規の職員・従業員」と近い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※9 15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合 

図表 1-36 女性の年齢別労働力率の推移 
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図表 1-37 従業上の地位別就業者数 
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第 2 章 将来人口推計と人口減少が与える影響 

２-１．将来人口推計 

(1) 人口推計プログラム（内閣府）による将来人口推計 

① 人口推計 

図表 2-1 は、令和 2（2020）年度に本市が改訂した人口ビジョンによる推計（以下

「R2 推計」という）と人口推計のためのワークシート（内閣府）における国立社会保

障・人口問題研究所に準拠した推計（以下「社人研準拠推計」という）をグラフにし

たものです。 

社人研準拠推計では、R2 推計よりも人口減少傾向が強く出ており、令和 32（2050）

年の本市の人口は 42,322 人となっています。長期的には、人口推計が下振れしている

ことが分かります。 

人口減少対策を講じない場合は、直線的に人口減少が進むため、楽観できない状況

であると考えられます。 

 

 

※2020 年の人口において、社人研準拠推計は実績値、R2 推計は推計当時の人口。 

  

図表 2-1 人口推計（社人研準拠） 
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図表 2-2 は、社人研準拠推計を年齢 3 区分別に示したものです。 

令和 2（2020）年の 65 歳以上の人口が全体に占める割合は 32.7％となっており、

令和 32（2050）年には、43.0％と高齢化がさらに進むと予測されています。 

一方で、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、令和 2（2020）年の 53.7％から令

和 32（2050）年の 46.3％に減少すると推計されています。 
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② 人口の減少段階 

人口減少は、大きく分けて３つの段階を経て進行すると言われています。 

「第１段階」は、若年人口（15 歳未満）が減少し、老年人口（65 歳以上）は増加す

る時期、「第２段階」は、若年人口の減少が加速化し、老年人口が維持から微減へと転

じる時期、「第３段階」は、若年人口の減少が一層加速化し、老年人口も減少していく

時期とされています。 

本市の状況を社人研準拠推計に当てはめると、図表 2-3 に示すとおり、「第１段階」

が令和 2（2020）年から令和 12（2030）年、「第２段階」が令和 12（2030）から令和

32（2050）年、「第３段階」が令和 32（2050）年以降となることが予想されます。 

人口減少は、直線的に進みますが、「第１段階」にて年少人口が急激に減少するため、

早急な対策が求められます。 

 

図表 2-3 人口減少段階の分析（社人研準拠推計） 
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③ 小学校区別人口推計 

図表 2-4 は社人研準拠推計に基づく小学校区別の将来人口推計を示したものです。 

市内の小学校区のうち、減少率が最も高いのは、坪谷小学校区で 58.5％、次いで東郷

小学校区 52.7%、美々津小学校区 47.8%と続きます。 

図表 2-5 に示した小学校区別の人口減少割合を比較すると、令和 32（2050）年に令

和 2（2020）年の人口の 7 割以下となるのは、坪谷・東郷・美々津・寺迫・塩見・平岩・

細島の各小学校区であり、郊外部の小学校区の人口が大きく減少することが分かります。 

また、図表 2-6 に示した小学校区別人口の推移をみると、中山間地域だけでなく市街

地でも人口減少が進むことが予測されますので、地域の担い手不足による集落機能の低

下や空き家の増加等が懸念されます。 

 

図表 2-4 小学校区別 将来人口推計（社人研準拠推計） 
 

 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

減少率 

2050 年

/2020 年 

富 高 小 学 校 8,012 7,535 7,178 6,801 6,442 6,069 5,693 28.9% 

日知 屋小 学 校 4,326 4,088 3,924 3,734 3,530 3,334 3,142 27.4% 

財光 寺小 学 校 8,426 7,962 7,612 7,230 6,857 6,496 6,132 27.2% 

細 島 小 学 校 1,886 1,746 1,636 1,531 1,428 1,328 1,230 34.8% 

塩 見 小 学 校 2,872 2,598 2,398 2,227 2,069 1,917 1,774 38.2% 

平 岩 小 学 校 2,211 2,023 1,889 1,759 1,633 1,505 1,383 37.4% 

美々 津小 学 校 1,956 1,742 1,576 1,437 1,289 1,140 1,021 47.8% 

大王 谷小 学 校 10,063 9,596 9,284 8,954 8,616 8,229 7,814 22.3% 

日知屋東小学校 8,932 8,524 8,256 7,953 7,637 7,280 6,882 23.0% 

財光寺南小学校 6,776 6,450 6,217 5,950 5,687 5,417 5,140 24.1% 

東 郷 小 学 校 2,392 2,099 1,861 1,663 1,475 1,299 1,131 52.7% 

坪 谷 小 学 校 530 469 415 364 313 264 220 58.5% 

寺 迫 小 学 校 1,247 1,134 1,044 967 899 829 760 39.1% 

合 計 59,629 55,966 53,290 50,570 47,875 45,107 42,322 29.0% 
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■小学校区別将来人口推移（総人口） 
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■小学校区別将来人口推計結果（年齢 3 区分別） 
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図表 2-5 小学校区別 人口減少割合（社人研準拠推計） 
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図表 2-6 小学校区別 人口推移（社人研準拠推計） 
 

■令和 2（2020）年 
 

 

 

■令和 32（2050）年 
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■減少率：令和 2（2020）年 ⇒ 令和 32（2050）年 
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(2)将来人口推計と分析 

① 人口推計シミュレーション 

合計特殊出生率や純移動率の変動により、将来の人口がどう推移するのか影響度を分

析するため、社人研準拠推計データを用いた下記の推計条件におけるシミュレーション

を図表 2-7 に示します。 

シミュレーションを行った結果、令和 32（2050）年において、社人研準拠推計では

42,322 人、独自推計では 44,285 人であり、1,963 人増加の見込みとなりました。 

 

推計パターン 設定の考え方 

社 人 研 準 拠 推 計 国立社会保障・人口問題研究所推計の最終的な推計結果と整合的

な将来の生残率、純移動率、子ども女性比及び 0-4 歳性比の各指

標を利用した推計（コーホート要因法※10 による将来人口推計）。 

独 自 推 計 社人研準拠推計をもとに、以下の仮定によりシミュレーションし

た。 

¶ 合計特殊出生率は、令和 32（2050）年までに 1.85 まで上昇し、

その後維持する 

¶ 令和 32（2050）年まで 39 歳以下の移動率が毎年 10％改善す

ると仮定する 

 

図表 2-7 人口推計シミュレーション 

 

 

 

※10 年齢別人口の加齢にともなって生ずる年々の変化をその要因（死亡、出生、および人口移動）ごとに計算して将来の

人口を求める方法 
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② 自然増減、社会増減の影響度の分析 

社人研準拠推計と独自推計の自然増減と社会増減の値を比較することで、将来人口に

及ぼす出生の影響度（自然増減の影響度）、移動の影響度（社会増減の影響度）の分析

を行いました。 

（ア）自然増減の影響度 

令和 32（2050）年において、「独自推計（総人口（自然増減のみ））÷ 社人研準

拠推計（総人口）」の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。 

[1]=100 ％未満 [2]=100 ～105％ [3]=105 ～110％ [4]=110 ～115％ 

[5]=115 ％以上の増加 

（イ）社会増減の影響度 

令和 32（2050）年において、「独自推計（総人口（社会増減のみ））÷ 社人研準

拠推計（総人口）」の数値に応じて、以下の 5 段階に整理。 

[1]=100 ％未満 [2]=100 ～110％ [3]=1 10～120％ [4]=1 20～130％ 

[5]=1 30％以上の増加 

 

自然増減の影響度が上がるにつれて、出生率を上昇させる施策に取り組むことが効果

的であるとされており、社会増減の影響度が上がるにつれて、社会増をもたらす施策に

取り組むことが効果的であるとされています。 

図表 2-8 では、本市の自然増減の影響度は[ 2] 、社会増減の影響度は[ 2] となっていま

す。図表 2-9 のとおり、県内でも影響度が低い自治体に分類されますが、人口減少を抑

制するためにも合計特殊出生率を向上させる施策やＵＩＪターンの促進など社会増に

つながる施策に取り組むことが必要です。 

図表 2-8 自然増減・社会増減の影響度 

項目 令和 32（2050）年 影響度 

①社人研準拠推計 42,322 人  

②独自推計（自然増減） 43,577 人 影響度［2］：②÷①＝103.0％ 

③独自推計（社会増減） 43,739 人 影響度［2］：③÷①＝103.3％ 

 

図表 2-9 宮崎県内の自治体の影響度 

市町村名 自然増減の影響度 大きい → 

社
会
増
減
の
影
響
度 

大
き
い 

→
 

影響度 1 2 3 4 5 自治体数 

1   宮崎市   1 

2 三股町 綾町 日向市    3 

3 木城町 都城市 小林市 高鍋町    4 

4 西米良村 
延岡市 日南市 

高原町 門川町 

西都市 

国富町 
  7 

5 
串間市 諸塚村 

椎葉村 高千穂町 

えびの市 新富町 川南町 

都農町 美郷町 日之影町 

五ヶ瀬町 

   11 

自治体数 8 15 3 0 0 26 

※日向市は令和 32（2050）年、その他の自治体は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別

将来推計人口」に基づき、まち・ひと・しごと創生本部が作成した令和 27（2045）年のデータ  
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③ 人口構造の分析 

図表 2-10 は、社人研準拠推計と独自推計の結果を年齢 3 区分別人口ごとに令和 2

（2020）年と令和 32（2050）年の人口増減率を算出したものです。 

社人研準拠推計と比較すると、独自推計は合計特殊出生率の上昇、純移動率の改善の

相乗効果により、現状値に対する「年少人口」「生産年齢人口」「20-39 歳女性人口」の

減少率が小さくなることが分かります。 

一方で、「老年人口」は、全体的に増加傾向にありますが、社人研推計と独自推計で

は差が現れませんでした。令和 37（2055）年以降に差が現れる予測となっています。 

 

図表 2-10 推計結果ごとの人口・増減率 

（単位：人） 

  
総人口 年少人口 

生産 

年齢人口 
老年人口 

20～39 歳 

女性人口 

令和 2(2020)年 現状値 59,629 8,071 32,036 19,522 4,961 

令和 32(2050)年 社人研準拠推計 42,322 4,529 19,603 18,191 3,096 

  増減率 -29.0% -43.9% -38.8% -6.8% -37.6% 

 独自推計 44,285 5,148 20,946 18,191 3,474 

  増減率 -25.7% -36.2% -34.7% -6.8% -30.0% 

 

④ 将来人口推計 

図表 2-11 は、独自推計の年齢 3 年齢区分別の人口推移を示しています。 

令和 32（2050）年の 65 歳以上の高齢化率は 41.1％と、社人研準拠推計（43.0％）か

ら、1.9 ポイント減少することが見込まれます。さらに、15 歳未満の年少人口は 11.6％

と、社人研準拠推計（10.7％）から 0.9 ポイント上昇すると予測されます。 

図表 2-11 人口推計（独自推計） 年齢 3 区分別推移 
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２-２．人口減少が地域の将来に与える影響 

(1) 人口減少が地域の将来に与える影響の分析 

 ここでは、社人研の将来推計人口に基づき、人口減少が地域の将来に与える影響につい

て分析します。 

① 市の財政面・労働力への影響 

 図表 2-12 は、本市の普通会計歳入（決算）の推移を示したものです。決算総額は令

和元（2019）年度まで 300 億円前後で推移していましたが、令和 2（2020）年度以降は

新型コロナウイルス感染症対策等に係る国県支出金の増加に伴い、決算総額も増加して

います。市税などの自主財源の占める割合は例年３割強程度であり、７割近くを国や県

に依存している状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、自主財源の中でも、人口の変動に最も影響を受ける個人市民税について分析し

ます。 

図表 2-13 は、5 歳ごとの年齢階級別に、令和 5（2023）年度個人市民税課税時点に

おける人口、課税者数及び年税額から、それぞれの年齢階級ごとの課税者割合と一人当

たりの年税額を算出したものです。 

将来の個人市民税額については、まず、社人研の年齢階級ごとの推計人口に、当該年

齢階級の課税者割合と一人当たりの税額を乗じて各年齢階級の推計税額を計算し、それ

を合算して算出することとします。 

■個人市民税額の推計方法 

① 年齢階級ごとの税額を算出（下の算出式による。） 

社人研推計による５歳 

年齢階級ごとの推計人口 × 
当該年齢階級の 

課税者割合 × 
当該年齢階級の 

一人当たりの税額 

② ①で算出された年齢階級ごとの税額を合算し将来の個人市民税額を算出 

図表 2-12 普通会計歳入（決算）の推移 
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図表 2-13 令和 5（2023）年度個人市民税の課税状況 

年齢階級 
人口 

（ａ）[人] 

課税者数

（ｂ） 

[人] 

課税者割合 

（ｂ/ａ） 

[％] 

階級ごとの 

市民税総額

（円） 

一人当たりの 

年税額（円） 

0～4 歳 2,133 0 0.0% 0  

5～9 歳 2,604 0 0.0% 0  

10～14 歳 2,936 0 0.0% 0  

15～19 歳 2,740 176 6.4% 6,554,100 37,239 

20～24 歳 2,282 1,353 59.3% 82,509,400 60,982 

25～29 歳 2,418 1,861 77.0% 134,369,300 72,202 

30～34 歳 2,490 1,869 75.1% 151,515,700 81,067 

35～39 歳 3,041 2,294 75.4% 195,646,000 85,286 

40～44 歳 3,663 2,920 79.7% 274,518,700 94,013 

45～49 歳 4,232 3,386 80.0% 339,355,000 100,223 

50～54 歳 3,679 2,864 77.8% 319,669,800 111,616 

55～59 歳 3,587 2,672 74.5% 290,932,800 108,882 

60～64 歳 3,896 2,560 65.7% 236,817,400 92,506 

65～69 歳 4,466 2,296 51.4% 174,908,400 76,179 

70～74 歳 5,129 1,925 37.5% 126,743,600 65,840 

75～79 歳 3,546 1,024 28.9% 63,346,700 61,862 

80～84 歳 2,828 613 21.7% 37,082,600 60,493 

85～89 歳 2,144 432 20.1% 27,967,200 64,738 

90 歳～ 1,576 251 15.9% 12,409,600 49,440 

  59,390 28,496 48.0% 2,474,346,300 86,831 

資料：税務課 

  

図表 2-14 は、先述の推計方法により求められた将来の個人市民税額と生産年齢人口

（15～64 歳人口）の推移をグラフにしたものです。 

 令和 5（2023）年度で約 24 億 7 千万円だった個人市民税額は、令和 22（2040）年度

には約 20 億 6 千万円となり、令和 5（2023）年度から比較すると 16.6％の減少が見込

まれます。 

さらに、令和 32（2050）年度では、令和 5（2023）年度から比較すると 28.7％の減

少が見込まれるなど、生産年齢人口の減少に伴って個人市民税額が減少していくことが

予想されます。 
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図表 2-14 個人市民税額の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、歳出面での影響を見ていきます。図表 2-15 は、本市の普通会計歳出（決算）

の推移を示したものです。 

 義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の中でも、特に増加傾向が著しいのが、子育

て支援や生活保護、医療費の援助など福祉に係る扶助費で、平成 21（2009）年度から

令和 4（2022）年度の 13 年間で、55 億円から 90 億円と 1.64 倍に増加しています。高

齢化に伴い、今後も社会保障費は伸び続けると予想される一方、人口は減少していくこ

とから、税収が伸びず厳しい財政状況になることが懸念されています。 

 

 

  

図表 2-15 普通会計歳出（決算）の推移 

24.7 24.9

23.2
21.9

20.6
19.1

17.632,028 32,036
29,303

27,875
26,150

23,732
21,372

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2023

(R5)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

2050

(R32)

個人市民税 生産年齢人口

(億円) (人)

出典：令和5年度個人市民税の課税状況、社人研推計（令和5年推計）
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 図表 2-16 は、本市の令和 2（2020）年、令和 12（2030）年、令和 22（2040）年、

令和 32（2050）年の人口ピラミッドを示したものです。令和 2（2020）年は国勢調査、

令和 12（2030）年以降は社人研の将来推計人口（令和 5 年推計）に基づいています。 

令和 2（2020）年は「65～69 歳」と「70～74 歳」の前期高齢者が多いことから、10

年後の令和 12（2030）年には「75～79 歳」と「80～84 歳」の後期高齢者の人口が増

加することが見込まれています。 

前期高齢者と後期高齢者の数は、令和 22（2040）年では増加が鈍化し、令和 32（2050）

年では維持または微減の段階に入っていることから、市全体の人口が縮小していくこと

が予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2020 年は国勢調査、2030 年以降は人口推計のためのワークシート（内閣府）の社人研準拠推計  
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図表 2-16 人口ピラミッドによる将来人口の推移 

【2020 年】（国勢調査）             【2030 年】（社人研準拠推計） 

【2040 年】（社人研準拠推計）           【2050 年】（社人研準拠推計） 
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 図表 2-17 は、本市の 65 歳以上及び 75 歳以上人口 1 人当たりに対する生産年齢人口

（15～64 歳人口）の将来推計の推移を示したものです。令和 2（2020）年は国勢調査、

令和 7（2025）年以降は社人研の将来推計人口（令和 5 年推計）に基づいています。 

令和 2（2020）年時点では、75 歳以上の後期高齢者を 3.22 人、65 歳以上の高齢者を

1.64 人の生産年齢人口で支えている状況ですが、30 年後の令和 32（2050）年には、75

歳以上で 1.72 人、65 歳以上で 1.08 人まで減少しており、1 人の後期高齢者を 2 人未

満、1 人の高齢者を約１人の生産年齢人口で支える状況になることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで示してきたように、本市が今後迎える少子高齢化に伴う人口減少は、本市の

財政面及び労働力と密接に関わっており、深刻かつ多大な影響を及ぼすことが予測され

ています。また、近年は、エネルギーや食料品をはじめとする物価の高騰、激甚化・頻

発化する自然災害による経済損失も、社会全体に大きな影響を与えています。 

社会経済情勢が大きく変化する中、市民に必要なサービスを安定的かつ持続的に提供

するためには、地域の実情に応じた地域活性化の取組や地方税等の自主財源の確保な

ど、健全で効率的な行財政運営を推進していく必要があります。 

 

 

  

図表 2-17 高齢者・後期高齢者 1 人当たりの生産年齢人口の推移 
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② 公共施設の維持管理・更新等への影響 

 図表 2-18 に示すとおり、令和 6（2024）年度末時点で市が保有している公共施設（建

物系施設）は 342 施設あり、延床面積の合計は約 30.6 万㎡となっています。 

延床面積の構成率を見ると、学校施設の割合が 33.8％と最も高く、次いで、公営住宅

施設が 30.0％、教育施設が 10.0％の順であり、これらの施設で全体の延床面積の約 74％

を占めています。 

 

 

 

   

33.8%

30.0%

10.0%

5.7%

5.6%

4.3%
2.9%

1.9%

1.2%

1.6% 1.2% 0.8%
0.7%

0.2%

0.1%

資料：資産経営課 

図表 2-18 公共施設（建物系施設）の保有状況 

施設分類 主な施設 施設数
延床面積

(㎡)

延床面積

構成率(%)

庁舎 日向市役所、東郷総合支所等 4 17,379.98 5.7

消防施設 消防署、分遣署、消防団機庫等 54 5,862.81 1.9

その他公用施設 倉庫 3 155.92 0.1

福祉施設 ひまわり寮、鈴峰園、市立保育所等 27 13,228.44 4.3

保健衛生施設
健康管理センター、東郷町保健福祉総合センター、初期

救急診療所
3 2,288.69 0.7

環境衛生施設 財光寺汚泥処理場、一般廃棄物最終処分場汚水処理施設 5 2,337.00 0.8

農林水産業施設
畜産資源リサイクルセンター、農産加工施設、農村公園

トイレ等
17 3,583.79 1.2

商工観光施設
牧水公園（コテージ等）、日向サンパーク温泉、ビーチ

ハウス、観光施設トイレ、ＩＴセンター等
22 8,857.25 2.9

学校施設
市立幼稚園、小学校、中学校、教職員住宅、学校給食セ

ンター
55 103,406.17 33.8

教育施設
文化交流センター、図書館、お倉ヶ浜総合公園、大王谷

運動公園、体育センター、武道館、中央公民館等
33 30,622.61 10.0

都市計画施設 都市公園トイレ等 55 588.58 0.2

公営住宅施設 市営住宅 26 91,753.41 30.0

公営事業施設
権現原浄水場、浄化センター、農業集落排水処理施設、

東郷病院等
16 17,252.43 5.6

その他公共用財産 まちづくり事務所、仮設住宅等 15 3,866.14 1.2

その他普通財産 放送大学宮崎学習センター等 7 5,076.02 1.6

342 306,259.24 100.0合計
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図表 2-19 は、公共施設（建物系施設）の建築年度別の整備状況を示したものです。 

昭和 55（1980）年度をピークに、昭和 45（1970）年度から平成 2（1990）年度代に 

かけて整備された施設が多く見られます。 

図表 2-20 に示すとおり、建物系施設の標準的な耐用年数を 60 年と設定すると、令和 

6（2024）年度末で耐用年数を経過する施設の割合は 2.2％となっていますが、おおむね 

20 年後の令和 26（2044）年度末では 49.6％となる見込みであり、今後急激に老朽化が 

進行し、更新のための多額の費用負担が、同一の時期に集中して発生することが懸念さ 

れます。 

 

 

 

  

図表 2-19 公共施設（建物系施設）の建築年度別の整備状況 

資料：資産経営課 

図表 2-20 耐用年数を経過する公共施設（建物系施設）の割合 

資料：資産経営課 
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 図表 2-21 は、公共施設（建物系施設）の更新費用の推計を示したものです。 

市が保有する建物系施設の全てを更新することを前提に、今後 40 年間（令和 5（2023）

年度末時点）の更新費用を推計すると 1,298 億円、1 年当たり約 32.4 億円が必要とな

る見込みとなっています。 

また、図表 2-22 に示す、別途試算したインフラ系施設の道路・橋りょうの今後 40 年

間（令和 5（2023）年度末時点）の更新費用は 570 億円となり、この 1 年当たりの更新

費用約 14.2 億円を加えると、合計で 1 年当たり約 46.6 億円が必要となる見込みです。 

 これまで示してきたように、少子高齢化による人口減少が進行している本市において

は、今後さらに厳しい財政状況が予想されるため、現在市が保有する全ての公共施設を

現在の規模で更新していくことは大変難しい状況です。そのため、真に必要な公共施設

におけるサービスを見極めるとともに、同じ機能を持つ公共施設の集約や異なる機能を

持つ公共施設の複合化、市民ニーズの薄れた公共施設の転用や廃止の検討を行うなど、

将来世代に負担を残さない公共施設の総合的かつ計画的な管理が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図表 2-21 公共施設（建物系施設）の更新費用の推計 

図表 2-22  公共施設（インフラ系施設）の更新費用の推計 

資料：資産経営課 
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図表 2-21  公共施設（建物系施設）の更新費用の推計 
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第３章 人口の将来展望 

３-１．今後の課題 

(1) 人口流出の抑制 

7 ページ「年齢階級別の人口移動」で示すとおり、15～24 歳の年代で著しい転出超過が

見られ、25～29 歳で一定程度の転入超過はあるものの全体的には人口流出傾向となってい

ます。 

15～19 歳の転出超過は、高校卒業後、大学等への進学や就職などで市外に転出している

ことが大きな要因として考えられます。 

図表 3-1 は、日向地区にある県立高等学校 4 校の平成 23（2011）年度から令和 5（2023）

年度の就職内定状況の推移です。市内への就職内定は、当期間の平均で 24％程度であり、

7 割強は市外への就職が決まっています。職業系高等学校への聞き取り調査によると、地

元（市内）への就職を希望する学生は多いものの、全国的な人手不足の影響から、県外の

企業等からの募集が増えており、多くの学生がそちらに流れてしまうという要因もあるこ

とから、市内企業と連携した取組が求められます。 

また、本市には大学などの高等教育機関が無いため、ほとんどが市外に進学していると

考えられます。 

進学による市外転出を抑制することはできませんが、大学等の卒業後、地元に戻って働

きたいと思える環境を整えることが重要と考えられます。 

3- 1 ─  

 

資料：商工港湾課調査データ（富島高校、日向工業、日向高校、門川高校への聴き取り）  
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図表 3-2 は、全国、宮崎県、本市（ハローワーク日向）の有効求人倍率の推移を示し

たものです。 

本市の有効求人倍率は全国及び宮崎県よりも低い水準で推移しており、平成 22

（2010）年から令和元（2019）年にかけて、その差は年々広がっていましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、令和 2（2020）年に全国及び宮崎県の有効求人倍率

が大幅に減少したことで、本市との差は縮まっています。いずれの指標も令和 3

（2021）年では増加に転じていますが、特に本市では 1.03 から 1.32 と大きく増加し、

新型コロナウイルス感染症流行前の水準を上回っています。 

業種別の有効求人倍率では、建設業や医療・福祉の分野での人手不足が顕著になって

いますが、女性や若者からのニーズが高い事務系の分野では競争率が高い状況にあるな

ど、雇用のミスマッチが生じています。 

図表 3-2 有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 賃金の格差 

図表 3-3 は、宮崎県と全国の一人当たりの賃金の推移を示したものです。宮崎県の平

均賃金は全国平均よりも約 100 万円低く、令和 4（2022）年では 361 万円と、沖縄県

（352 万円）、青森県（357 万円）に次ぐ下位 3 番目に位置しています。25～29 歳の若年

層の賃金を見ると、宮崎県では毎年全国平均を 50～60 万円ほど下回る水準で推移してい

ます。 

図表 3-4 は、令和 4（2022）年の平均消費者物価地域差指数（平均＝100）を示したも

のです。宮崎県は 96.1 と全国で最も低く、物価水準が最も高い東京都 104.7 との比率は

1.09 倍となっています。 

このことから、宮崎県は物価が安く生活しやすい環境であるものの、賃金の格差か

ら、若年層を中心に、より賃金の高い地域へと人口が流出している可能性が考えられま

す。 

新型コロナウイルス感染症の流行による在宅勤務やテレワークの普及、高性能な生成

AI の誕生による業務効率化などにより、我が国を取り巻く仕事環境は大きく変化してい

ます。このような状況の中、今後は、若者が求める仕事への価値観やニーズを適切に見
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極めるとともに、働く意欲と能力のある若者が様々な働き方の選択肢の中で最大限に活

躍できる環境を整備し、若者の所得を引き上げるための取組を行うことが重要となって

います。 
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出典：RESAS（地域経済分析システム）「一人当たり賃金」  

図表 3-3 一人当たりの賃金の推移 

図表 3-4 都道府県別消費者物価地域差指数 

出典：宮崎県ホームページ 

宮崎県の消費者物価地域差指数（小売物価統計調査（構造編）2022 年（令和 4 年）結果） 
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(3) 人材の確保 

図表 3-5 は、全国及び宮崎県の中小企業における事業展開を行う上での問題点を示した

ものです。 

全国では、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が 57.7％で最も高く、資源価格の上昇や

急速な円安の進行が大きく影響しています。一方、宮崎県では、「人材不足（質の不足）」

が 53.5％で最も高く、次いで「労働力不足（量の不足）」が 48.7％となっており、質及び

量ともに働き手が不足している状況です。 

今後、企業と求職者のマッチング強化や労働条件の改善など、人材確保の取組が重要で

あると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 3-6 は、日向市・東臼杵郡における職業別の有効求人倍率の推移を示したもの

です。 

直近（令和 6（2024）年 3 月）を見ると、「事務」「販売」「運搬・清掃」以外の職業

の有効求人倍率が 1.50 を上回っており、その中でも「建設」が 3.88、次いで「保安」

が 3.40 と高い状況です。「建設」の有効求人倍率は一貫して高い傾向にありますが、

直近は令和 4（2022）年 12 月の水準を下回っています。 

令和 4（2022）年 12 月と令和 6（2024）年 3 月を比較すると、「農林漁業」「保安」

「サービス」の増加率が約 50～60％と大きく増加しており、人口減少が進む中で、次

世代を担う人材の確保や育成が急務となっています。 

図表 3-5 事業展開を行う上での問題点 
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図表 3-7 は、本市の要支援・要介護認定者の推移を示したものです。平成 24（2012）

年から令和 4（2022）年までの実績値を見ると、認定者数の合計は平成 27（2015）年をピ

ークに減少傾向にありますが、要介護度別に見ると、比較的軽度な要支援者の割合が減少

し、常時介護を必要とする要介護者の割合が増加しています。 

また、推計値を見ると、今後高齢化の進行に伴う要介護者の大幅な増加が見込まれてお

り、合計認定率（第１号被保険者に占める要支援・要介護認定者の割合）も令和 4（2022）

年から令和 22（2040）年にかけて 12.6％から 18.7％へと 6.1％増加しています。 

本市の生産年齢人口は年々減少していることから、今後、介護人材不足による医療・介

護サービスの質の低下や、介護施設における経営の悪化が懸念されています。 

 

 

 

  

出典：2012 年～2022 年は、「厚生労働省 見える化システム」データに基づき作成。  

2025 年、2040 年は、「第 8 期日向市介護保険事業計画」の推計値を掲載。  

図表 3-7 要支援・要介護認定者数の推移 
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図表 3-6 職業別有効求人倍率の推移 
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３-２．人口動態に関する市民意識調査 

(1) 市民の定住意向 

令和 5（2023)年８月に実施した市民意識調査から、人口動態に関する特徴的な内容に

ついて分析したものを示します。 

日向市への定住意向をみると、「ずっと住み続けたい」が 39.0％、「どちらかといえば住

み続けたい」が 37.0％、合計した肯定率は 76.0％です。一方で、「どちらかといえば住み

続けたくない」が 4.0％、「住み続けたくない」が 1.8％で否定率は 5.8％となっています。 

また、令和元（2019）年調査結果と比較すると「ずっと住み続けたい」は 2.5 ポイント

減少し、「どちらかといえば住み続けたい」が 3.1 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日向市に住み続けたくない理由は、「交通の利便性がよくない」の割合が 47.0%と最も

高くなっています。 

 

 

 

  

図 3-8 将来、日向市に住みたいか 

 

図 3-9 日向市に住む予定がない（「どちらともいえない」を含む）理由 
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(2) 高校生の意識調査 

令和５（2023）年８月～９月に日向市内の高校 3 年生を対象に実施したアンケート結果

について特徴的なものを示します。 

 

① 卒業後の予定 

高校卒業後の予定について、全体では「日向市外に住んで進学する予定」の割合が

50.7%と最も高く、次いで「日向市外に住んで就職する予定」が 23.4%となっています。 

高校別にみると、「日向高校」と「富島高校」は「日向市外に住んで進学する予定」、

「日向工業高校」は「日向市外に住んで就職する予定」の割合が最も高くなっています。 

性別でみると、「日向市内に住んで、進学する予定」「日向市外に住んで、進学する予

定」ともに「女性」が「男性」よりその割合が高くなっています。 

 

 

  

図 3-10 高校卒業後の予定について 
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② 将来の予定 

将来、日向市に住みたいかについて、全体では「分からない」の割合が 42.6%と最も 

高く、次いで「住む予定はない」が 35.8%、「住みたい」が 21.6%となっています。 

高校別でみると「日向高校」と「富島高校」は「分からない」、「日向工業高校」は「住  

む予定はない」の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-11 日向市への定住意向 



55 

将来、日向市に住みたい理由について「人のつながり(家族・親族・友人など)がある 

から」の割合が 73.8%と最も高く、次いで「希望する働く場があるから」が 27.9%とな 

っています。 

  

 

 

 

 

  

図 3-12 将来、日向市に住みたい理由 
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３-３．将来展望 

(1) 目指すべき将来の方向性 

少子高齢化や社会減の傾向により人口減少が進行する中、本市においては、市民が安全

に安心して住み続けられるまちづくりに取り組むとともに、交流人口や関係人口の拡大を

図るなど、新しい人の流れで交流とにぎわいがあるまちづくりを進めていく必要がありま

す。このことから、本市は、第３次日向市総合計画・前期基本計画に次期総合戦略を包含

し、まちの将来像の実現に向けて、以下の４点を目指すべき将来の方向性として定め一体

的に各施策を展開していきます。 

① 仕事をつくる 

本市においては、高校卒業後、進学や就職等で宮崎市や東京都、福岡県などの都市部 

へ人口が流出する社会減が人口減少の大きな要因となっています。特に、若年女性が働 

きがいを感じられる職場が限られていることも、故郷に戻ってこない（戻れない）要因 

の一つであると考えられます。若者や女性が魅力とやりがいを感じられる仕事を増やし、 

社会減対策を講じることが、人口減少の抑制へとつながります。若者が安定した生活が 

送れるように雇用条件の充実を図ることで、若者の結婚や出産に対する希望をかなえる 

ことが可能となり、出生数の増加による自然増も期待されます。 

   ② 新たな人の流れをつくる 

移住・定住施策の推進によってＵＩＪターンの促進を図り、都市部から新たな人材を 

呼び込むことで、地域における担い手不足の解消や新たな産業の創造が期待されます。 

そのためにも、地域と連携して本市の魅力を積極的に発信することにより、交流人口の 

拡大や若者の市外流出の抑制、域内外からの投資の誘因を図り、新たな人の流れを創出 

していく必要があります。 

   ③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

少子化の背景には、経済的な不安定さや出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の 

難しさ、子育てや教育にかかる費用負担など、様々な要因があります。それに加えて、 

本市では男女ともに、「15～19 歳」「20～24 歳」の転出数が突出して多いため、未来を 

担う若い世代や子育て世代への支援を進める取組を強化し、安心して子どもを出産し、 

地域全体で健やかに育めるまちづくりを目指します。 

   ④ 魅力的なまちをつくる 

近い将来、発生が危惧されている南海トラフ地震や台風、集中豪雨などの自然災害に 

備え、防災・減災対策に取り組んでいく必要があります。また、「人生 100 年時代」の 

到来も見据え、誰もが自分らしく幸せに暮らせるよう、個性や多様性を認め合い、生き 

がいを感じながら暮らせる環境づくりを進めます。引き続き、本市の特徴であるコンパ 

クトなまちづくりを推進し、市民がそれぞれの地域で生活し続けられる魅力的で利便性 

の高いまちづくりを目指します。今後は、図表 3-13 のイメージ図に示すとおり、「雇用 

の確保」「新たな人の流れをつくる」「出産・子育て支援」「まちの魅力の向上」に一体と  

なって取り組み、まち・ひと・しごとにおける好循環をつくりだすことが重要です。  
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図表 3-13 目指すべき将来の方向性 

 

 

(2) 人口の将来展望 

人口減少や少子高齢化の急速な進行により、税収の伸び悩みや社会保障費のさらなる増

加など将来世代の負担の増大や公共施設の老朽化等による財政運営の悪化などが懸念さ

れており、人口減少に歯止めをかけながら、先を見据えたまちづくりを進めていくことが

不可欠であり、市民の経済負担の軽減やデジタル技術の活用による地域課題の解決など、

国や県と一体となって具体的な施策を講じていく必要があります。本市においても、行政

のデジタル化をより一層推進し、AI（人工知能）やロボット技術等のデジタル技術を活用

したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）により、市民の利便性向上と地域課題の

解決に向けて取り組んでいきます。また、重要港湾「細島港」や東九州自動車道、九州中

央自動車道など、インフラ整備の進展とともに企業立地も進んでおり、「九州の扇の要」と

して、さらなる飛躍が期待されています。 

社人研準拠推計における本市の令和 32（2050）年の人口は 42,322 人で、令和 2（2020）

年から 29.0％減少する予想です。さらに、生産年齢人口は減少傾向であり、大変厳しい推

計結果となっています。その中で、本市の合計特殊出生率（1.81）は、県内の拠点都市の

中では最も高く、温暖な自然環境など、比較的子育てしやすい環境に恵まれているといえ

ます。 

こうした本市の特性を生かしながら、社会減を抑制し、雇用環境の充実を図ることや生

まれてきた子どもたちを地域全体で育てる環境の整備などにより、子どもや若者が未来に

夢や希望を持てるまちの実現を目指します。 
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